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第１章 平成 23 年大阪市産業連関表の概要 

 

産業連関表とは何か 

 

  

 

 

地域経済を構成する各産業は、域内・域外の産業と相互に結び付き合いながら、財・サービス

を生産している。産業連関表とは、こうした相互関係を商品×商品のマトリックス形式で表した

ものである。産業連関表は、各産業部門において 1 年間に行われた全ての財・サービスの生産及

び販売の実態を記録したものであり、市民経済計算では産業計のみ対象とする中間生産物につい

ても、各産業部門別にその取引の実態が詳細に記録されていることが大きな特徴となっている。 

 産業連関表は、この中間生産物をそのまま読みとることによって、表作成年次の産業構造や産

業部門間の相互依存関係など大阪市経済の構造を全体的に把握・分析することができる。例えば、

産業連関表を列方向（タテ方向）にみると、各財・サービスの生産にあたって、原材料・労働など

の生産要素を投入（Input）した費用構成が示されている。また、行方向（ヨコ方向）をみると、

生産された各財・サービスの産出（Output）の販路構成が示されている。このため、産業連関表

は「投入産出表」（Input-Output Tables、 略してＩ－Ｏ表）とも呼ばれている。 

 

 それでは、今ここで、平成 23 年大阪市産業連関表をもとにして、大阪市の経済を簡単に見てい

くことにする。なお、産業連関表は通例として CY（Calendar Year）が対象であり、本表が捕捉

した経済活動は、平成 23 年 1 月 1 日～平成 23 年 12 月 31 日が対象となっている。 

 

 平成 23 年大阪市産業連関表の全体像をみると、平成 23 年の 1 年間に本市内における経済活動

が生み出した、財・サービスの生産額は、全体で 32 兆 7,009 億円である。 

 これは、同一期間における我が国の生産額（939 兆 6,749 億円）の約 3.5%、大阪府の生産額（64

兆 6,766 億円）の約 50.6%に相当する。 

 

 この平成 23 年大阪市産業連関表をもとに、本市経済の取引構造を次頁に分かり易く示した。 

 

  

産業連関表とは、財・サービスの取引関係を一つの表にまとめたもの 
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図 大阪市経済の規模と循環 

 

 

 

  

  

 

 

経済の規模と循環によると、本市内における平成 23 年の「総需要額」は、41 兆 3,181 億円で、

このうち 12 兆 5,540 億円が「中間需要」として本市内の各産業部門内で原材料として購入され、

28 兆 7,641 億円が「最終需要」として消費、投資、輸移出されている。 

 一方、この需要を満たすために必要な「総供給額」（＝「総需要額」）のうち、32 兆 7,009 億円

は本市内の経済活動で生産され、不足分の 8 兆 6,172 億円は輸移入によって賄われている。 

 本市内で生産される 32 兆 7,009 億円のうち、12 兆 5,540 億円は「中間投入」で本市内におけ

る生産のために必要な原材料として産業内部で使用され、残りの 20 兆 1,468 億円が雇用者所得、

営業余剰などの「粗付加価値」となっている。 

また、財・サービスの流れについて、図示すると次頁のとおりである。 

平成23年
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図 産業連関表からみた財・サービスの流れ 

 

 

 

 

 

（注） 1 　この図において、「財」は統合大分類の分類コード01～41及び68、「サービス」は46～67及び69の合計である。

2 　この図において、「消費」は「家計外消費支出」、「民間消費支出」及び「一般政府消費支出」の合計、「投資」は「市内総固定資本形成」及び

　「在庫純増」の合計である。なお、「市内最終需要」には「消費」及び「投資」のほかに「調整項」の額を含む。

3 　四捨五入の関係で、内訳は必ずしも合計と一致しない。

4 　（　　　）は、構成比を示す。
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 次に、実際の平成 23 年大阪市産業連関表（取引基本表、13 部門）を示す。総数については前

述しているので、ここでは個別産業についての例示を用いつつ産業連関表の理解の一助としたい。 
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産業連関表のタテ方向は、供給を示している。 

 例えば、製造業では、3.8 兆円規模の製品を生産するための材料や部品、燃料費などの購入費用

が 2.5 兆円、雇用者の賃金、企業の利益などが 1.3 兆円となる。タテ方向を見ることにより、その

産業が生産活動にあたり、原材料としてどの部門の財・サービス等をどれだけ投入しているかが

分かる。また、市内での生産 3.8 兆円と、市への輸入・移入 4.8 兆円を合計した 8.6 兆円が総供給

（供給の合計）となる。 

 

産業連関表のヨコ方向は、需要を示している。 

上の製造業の例でみると、総供給のうち市内の各産業で材料等として購入されたものが 3.3 兆

円、市内の一般家庭等で購入されたり、市外へ輸出・移出されたりしたものが 5.3 兆円で、それ

らの合計 8.6 兆円が総需要（需要の合計）となる。ヨコ方向を見ることにより、各産業の財・サー

ビスに対してどの部門からどれだけの需要があったかが分かる。 

また産業連関表は、需要に基づき各産業の生産活動（供給）は行われる、という考え方により

作成されているため、総需要と総供給は一致する。 

 

では次に、平成 23 年大阪市産業連関表から大阪市の経済の特徴を簡単に述べる。 

 

  

 

 

次頁の表のとおり、市内生産額は、サービス部門（市内生産額に占める割合 27.1％）と商業部

門（同 23.3％）が上位 2 部門となっており、この 2 部門のみで市内生産額の半数以上を占めてい

ることは、第 3 次産業が中心である大阪市経済の実態を示している。また、商業部門については

大阪府の生産額のうち 71.9％、全国の生産額のうち 8.1％を大阪市の生産額が占めている。この

ほかにも大阪府に対するシェアが高い産業は、情報通信（91.4％）、金融・保険（66.9％）などが

あり第 3 次産業を中心に大阪市に集積しているといえる。 

 内生部門計（タテの計）は、その産業が生産活動にあたり、市内の他の産業から材料や部品・

燃料等として投入した財・サービスを表している。つまり、生産過程で他の産業から最も多くの

原材料等を購入しているのはサービス部門（内生部門計（タテの計）に占める割合 26.7％）、次い

で製造業部門（同 19.6％）であることが分かる。生産額と比べ製造業がこの部門で上位にきてい

ることから、製造業は中間投入率1が高い部門であることが分かる。 

 粗付加価値部門計は、その産業が生産活動によって新たに生み出した価値（雇用者所得や営業

                                                   
1 「中間投入率」・・・市内生産額に占める中間投入額の割合。 

産業連関表のタテ方向は供給を、ヨコ方向は需要を示す。 

大阪市では、サービスや商業、情報通信など第３次産業の集積が大きい。 
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余剰等）を表す。生産額と比べ商業（粗付加価値部門計に占める割合 27.7％）や不動産（同 12.1％）

が上位にきており、粗付加価値率2が高い産業であることが分かる。 

内生部門計（ヨコの計）は、その産業が市内の他の産業に材料や部品・燃料等として購入され

た財・サービスを表している。つまり、他の産業により原材料等としてその財・サービスを最も

多く購入された部門は製造業（内生部門計（ヨコの計）に占める割合 26.1％）、次いでサービス部

門（同 24.7％）ということが分かる。生産額では 3 位の製造業がこの部門では 1 位となることか

ら、製造業は中間需要の大きい部門であるといえる。 

 最終需要計は、完成品として消費・投資・輸移出されたその産業の財・サービスを表している。

つまり、完成品として一般家庭等に最も多く購入等された部門は商業（最終需要計に占める割合

28.2％）で、サービス（同 22.0％）、製造業（同 18.4％）をおさえ 1 位となっている。 

 

 

 

 

                                                   
2 「粗付加価値率」・・・市内生産額に占める粗付加価値額の割合。 

88,741 (27.1%) 33,484 (26.7%) 55,843 (27.7%) 32,728 (26.1%) 81,151 (28.2%)

76,265 (23.3%) 24,575 (19.6%) 55,257 (27.4%) 30,998 (24.7%) 63,164 (22.0%)

37,755 (11.5%) 20,422 (16.3%) 24,426 (12.1%) 15,853 (12.6%) 52,935 (18.4%)

34,808 (10.6%) 15,648 (12.5%) 19,161 (9.5%) 9,450 (7.5%) 24,205 (8.4%)

30,036 (9.2%) 5,697 (4.5%) 13,180 (6.5%) 8,860 (7.1%) 23,550 (8.2%)

注）　（　　）は構成比

製造業

４位
情報通信 情報通信 運輸・郵便 不動産情報通信

５位
不動産 運輸・郵便 商業 情報通信

不動産

２位
商業 製造業 サービス サービスサービス

３位
製造業 商業 情報通信 製造業

表　　産業連関表（13部門）にみられる平成23年大阪市経済の特徴

商業

（単位：億円）

市内生産額 内生部門計（タテの計） 内生部門計（ヨコの計） 最終需要計粗付加価値部門計

１位
サービス サービス 製造業 商業

H23年生産額
（単位：億円）

大阪府に
占める割合

全国に
占める割合

農林水産業 105 13.2% 0.1%
鉱業 30 50.4% 0.4%
製造業 37,755 24.5% 1.3%
建設 8,796 33.8% 1.7%
電力・ガス・水道 6,369 44.3% 2.5%
商業 76,265 71.9% 8.1%
金融・保険 16,930 66.9% 5.3%
不動産 30,036 58.2% 4.2%
運輸・郵便 15,348 42.2% 3.2%
情報通信 34,808 91.4% 7.5%
公務 10,051 47.8% 2.6%
サービス 88,741 52.5% 4.0%
分類不明 1,774 49.1% 3.5%
産業計 327,009 50.6% 3.5%

大阪市の部門別生産額が大阪府・全国生産額に占める比率（13部門）
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２． 産業連関表をどう使うか 

 

 産業連関表の各種係数を用いて産業連関分析を行うことにより、経済の将来予測や経済政策の

効果測定・分析等が可能となり、経済政策を行う上で重要な基礎資料として利用されている。 

 

 大阪市産業連関表の主な利用方法として、次のようなことが考えられる。 

 

１）大阪市産業構造の分析 

 産業連関表には、各財・サービスの市内生産額、需要先別販売額（中間需要額、消費額、投資

額、輸移出額）および費用構成（中間投入額、労働費用、減価償却費等）が、産業部門ごとに詳細

に記述されている。これらの計数により、例えば、産業別投入構造や雇用者所得比率、各最終需

要項目の商品（産業）構成や商品（産業）別の輸移出入比率など産業構造の特徴を読み取ること

ができる。 

 

２）大阪市経済の予測 

 産業連関表から投入係数、逆行列係数などの各種係数が計算されるが、これらの係数により、

投資や輸移出などの増加といった最終需要の変化が各財・サービスの生産や輸移入にどのような

影響を及ぼすかを、計数的に明らかにすることができる。これは、経済に関する各種計画や見通

しの作成の際に広く用いられる方法である。 

 

３）大阪市における経済政策の効果測定 

 経済の予測と同様に、最終需要と各財・サービスの生産水準等との関係を利用して、特定の経

済政策が各産業部門にどのような影響をもたらすかを分析することができる。具体的には財政支

出の波及効果の測定、公共投資の経済効果の測定等が挙げられる。 

  


